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都道府県単位化の課題と今後の見通し

資料２－１

　　　　　■構造的な課題■

① 高齢化で医療費水準が高い

② 低所得者が多い

③ 小規模団体（保険者）が多く財政が不安定

④ 市町村間の格差が大きい

①道内市町村間の医療費や所得水準の格差が他の都府

県に比べて大きい。

　　　　　■主な対応策■

①② 国費による財政支援の拡充　3,400億円

③④ 納付金制度の導入

　　　（医療費水準・所得水準に応じた納付金配分）

　　・納付金を都道府県へ納付

都道府県

単位化

・各市町村間の保険料水準の格差は改善されつつあるが，構造的

課題は解消されていない。

・被保険者の保険料負担には限界がある。

・協会けんぽと比較して２倍の保険料（３人世帯）

■国への要請■

①財政基盤の充実強化

②子どもの均等割減免

　　　　　　　　→→→　　制度化の検討

全国市長会などを通じて国へ要望

　■北海道の現状■

○統一に向け市町村ごとで整理しなくて

　はならない課題を市町村連携会議等

　で協議。

　　・医療費水準・所得水準の統一

　　・資産割廃止

　　・標準保険料率に合わせた応能：応

　　　益の割合への変更

　　・収納率向上　など

　　・減免制度の標準化

○令和３年度からの道運営方針を実態

を踏まえて見直し

　　　　　　■旭川市の現状■

○加入者の負担増加とならないよう激変緩和を

講じているが，医療費の伸びにより保険料が

年々増加。

○赤字解消計画の取組状況

　①１８歳未満減免 →　解消済（財源基金）

　②市独自１割軽減→  解消済（財源基金）

　③低所得者減免　→　解消済（財源基金）

　④介護分減免　　 →  未解消（段階的に縮小）

※赤字解消計画は一般会計繰入金のみ該当

　　■旭川市の課題■

・各市町村の取組状況や運営方針の見

直し内容を踏まえて独自の減免制度に

ついて再検討の必要性があるのではな

いか。

都道府県単位化　後

都道府県単位化 　前

全国

北海道



◎北海道の納付金総額 ◎北海道の納付金総額
医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分

納付金総額(億円) 1,081 312 98 納付金総額(億円) 1,070 307 99
１人当たり（円） 100,138 28,946 9,094 １人当たり（円） 102,188 29,265 9,431

１人当たり合計 138,178円 １人当たり合計 140,884円
対前年度 1.96％増

◎全道に占める旭川市のシェア （単位：％） ◎全道に占める旭川市のシェア （単位：％）
医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分

総所得 4.78 4.73 3.62 総所得 4.80 4.78 3.69
被保険者数 6.10 6.10 5.88 被保険者数 6.07 6.07 5.82
世帯数 6.31 6.31 6.07 世帯数 6.28 6.28 6.04

◎旭川市の納付金額 ◎旭川市の納付金額
医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分

納付金額（億円） 62.9 17.1 5.2 納付金額（億円） 62.5 16.8 5.2
１人当たり（円） 95,800 26,033 27,560 １人当たり（円） 98,408 26,466 28,078

１人当たり合計 149,393円 １人当たり合計 152,952円
対前年度 2.38％増

令和４年度の国民健康保険事業費納付金（仮算定）

資料２－２

　【北海道】　（R３～０．８２：１　→　R３～０．８２：１）

　○ 応能：応益＝0.82：１で算出　（国基準（医療分）　応能：応益＝0.90：1）

　○ 北海道全体の医療費総額は，国が基本とする過去２年間（実績値）伸び率による推計を行った場合，新型コロナウイルス感染症の影

　　響による受診控えから例年１％減（Ｒ３～３，８３５億円）のところ４％以上減（Ｒ４～３，６６０億円）。

　　　また，１人当たり保険給付費においても例年微増傾向で推移していたが，１．８５％減。

　　　ワクチン接種等により徐々に日常生活を取り戻しつつある現状を考慮すると，医療費総額を過少に見込む恐れがあり，このままでは北

　　海道において安定的な財政運営が困難となることから，財源不足が生じないよう新型コロナウイルス感染症の影響を受けていない平成

　　３０年度から令和元年度の伸び率を参考に調整率（３．７２％）を設定することにより，医療費総額で１％減（３，７９６億円），１人当たり保

　　険給付費の伸び率を１．８％増と見込むことで，必要な医療費を確保。

　○ 前期高齢者交付金が前年度と比較し１１７億円減少するため，１人当たり納付金額が４．３５％上昇する見込み。

　　　このため，納付金の伸び率を平準化（２．７％）するために約２４億円を基金から取り崩し仮算定を実施。

　【旭川市】

　○ H28・H29前期高齢者交付金等の旭川市分精算（8,250万円×４年償還）※Ｒ２～Ｒ５

　○ H30道財政安定化基金取崩に伴う積立金～旭川市分（4,675万円×３年償還）※Ｒ２～Ｒ４

   ○ R1道財政安定化基金取崩に伴う積立金～旭川市分（4,720万円×３年償還）※Ｒ３～Ｒ５

令和３年度納付金 令和４年度納付金



◎賦課総額及び各推計値 （単位：千円，人，世帯） ◎賦課総額及び各推計値 （単位：千円，人，世帯）

医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分

賦課総額 4,829,018 1,591,169 454,647 賦課総額 4,874,095 1,552,219 498,344

推計総所得 23,010,950 22,762,541 7,999,560 推計総所得 23,358,779 23,623,684 8,412,531

推計被保険者数 65,457 65,457 19,107 推計被保険者数 65,717 65,717 19,212

推計世帯数 45,180 45,180 16,893 推計世帯数 45,474 45,474 16,997

◎保険料率（告示） （単位：％，円） ◎保険料率（予算）（仮） （単位：％，円）

医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分

所得割 8.37 2.73 2.21 所得割 8.56 2.70 2.43

均等割 25,620 8,420 8,220 均等割 25,960 8,270 9,080

平等割 26,640 8,750 6,360 平等割 26,950 8,590 7,040

旭川市の令和４年度保険料率（仮算定）

資料２－３

　○ 11月15日に北海道から示された納付金仮算定により算出

　○ 北海道の賦課割合は，所得割：均等割：平等割＝50：30：20

　○ 旭川市の賦課割合は，所得割：均等割：平等割＝41：35：24

　○ 見込収納率は令和３年度決算見込み収納率 

　○ 推計の総所得・被保険者数・世帯数は，９月末実績を考慮した推計値

令和３年度保険料率（告示） 令和４年度保険料率（予算）



医療分 支援金分 介護分 合計 医療分 支援金分 介護分 合計 対前年度
4,829,018 1,591,169 454,647 4,874,095 1,552,219 498,344

所得割 (41%) 8.37 2.73 2.21 所得割 (41%) 8.56 2.70 2.43
均等割 (35%) 25,620 8,420 8,220 均等割 (35%) 25,960 8,270 9,080
平等割 (24%) 26,640 8,750 6,360 平等割 (24%) 26,950 8,590 7,040

630,000 190,000 170,000 990,000 650,000 200,000 170,000 1,020,000 30,000
収入金額 所得金額 軽減 保険料 保険料 保険料 合計保険料 収入金額 所得金額 軽減 保険料 保険料 保険料 合計保険料 差額

980,000 430,000 7割 31,030 8,680 3,820 43,530 980,000 430,000 7割 27,530 7,270 5,550 40,350 -3,180
1,080,000 530,000 5割 60,120 18,230 10,610 88,960 1,080,000 530,000 5割 54,480 15,810 13,030 83,320 -5,640
1,250,000 700,000 5割 74,340 22,870 14,360 111,570 1,250,000 700,000 5割 69,030 20,400 17,160 106,590 -4,980
1,450,000 900,000 5割 91,080 28,330 18,780 138,190 1,450,000 900,000 5割 86,150 25,800 22,020 133,970 -4,220
1,666,666 1,100,000 5割 107,820 33,790 23,200 164,810 1,666,666 1,100,000 5割 103,270 31,190 26,880 161,340 -3,470
1,971,429 1,300,000 2割 147,900 48,410 34,440 230,750 1,971,429 1,300,000 2割 147,930 46,880 39,290 234,100 3,350
2,257,143 1,500,000 2割 164,640 53,870 38,860 257,370 2,257,143 1,500,000 2割 165,050 52,280 44,150 261,480 4,110
2,542,857 1,700,000 2割 181,380 59,330 43,280 283,990 2,542,857 1,700,000 2割 182,170 57,680 49,010 288,860 4,870
2,828,571 1,900,000 2割 198,120 64,790 47,700 310,610 2,828,571 1,900,000 2割 199,290 63,080 53,870 316,240 5,630
2,971,428 2,000,000 222,090 72,660 54,490 349,240 2,971,428 2,000,000 226,240 71,640 61,350 359,230 9,990
3,114,286 2,100,000 230,460 75,390 56,700 362,550 3,114,286 2,100,000 234,800 74,350 63,780 372,930 10,380
3,675,000 2,500,000 263,940 86,310 68,540 418,790 3,675,000 2,500,000 269,040 85,150 75,500 429,690 10,900
4,175,000 2,900,000 297,420 97,230 77,380 472,030 4,175,000 2,900,000 303,280 95,950 85,220 484,450 12,420
4,675,000 3,300,000 330,900 108,150 86,220 525,270 4,675,000 3,300,000 337,520 106,750 94,940 539,210 13,940
5,175,000 3,700,000 364,380 119,070 95,060 578,510 5,175,000 3,700,000 371,760 117,550 104,660 593,970 15,460
5,675,000 4,100,000 397,860 129,990 103,900 631,750 5,675,000 4,100,000 406,000 128,350 114,380 648,730 16,980
6,175,000 4,500,000 431,340 140,910 112,740 684,990 6,175,000 4,500,000 440,240 139,150 124,100 703,490 18,500
6,666,667 4,900,000 464,820 151,830 121,580 738,230 6,666,667 4,900,000 474,480 149,950 133,820 758,250 20,020
7,111,111 5,300,000 498,300 162,750 130,420 791,470 7,111,111 5,300,000 508,720 160,750 143,540 813,010 21,540
7,555,556 5,700,000 531,780 173,670 139,260 844,710 7,555,556 5,700,000 542,960 171,550 153,260 867,770 23,060
8,000,000 6,100,000 565,260 184,590 148,100 897,950 8,000,000 6,100,000 577,200 182,350 162,980 922,530 24,580
8,600,000 6,650,000 611,300 190,000 160,260 961,560 8,600,000 6,650,000 624,280 197,200 170,000 991,480 29,920
9,000,000 7,050,000 630,000 190,000 169,100 989,100 9,000,000 7,050,000 650,000 200,000 170,000 1,020,000 30,900

※基礎控除額 430,000円 ※基礎控除額 430,000円
※基礎控除後所得167万円以下介護分１人につき 1,500円 減免 ※基礎控除後所得167万円以下介護分１人につき 1,000円 減免
※７割・５割軽減世帯１人につき 500円 減免 ※７割・５割軽減世帯１人につき 500円 減免
※18歳未満均等割減免（最大） 5割 減免 ※18歳未満均等割減免(他軽減制度適用後) 5割 減免
※市独自軽減 1割 軽減 ※市独自軽減 廃止
※賦課限度額 990,000円 ※賦課限度額 1,020,000円

令和３年度保険料と令和４年度保険料（赤字解消計画どおり）の比較（収入ベース）

○40歳夫婦，18歳未満１人 （単位：円）
○夫のみ給与所得 令和３年度保険料 令和４年度保険料　※激変緩和あり（赤字解消計画どおり）

賦課総額（千円） 賦課総額（千円）

賦課限度額 賦課限度額

資料２－４


